
 資料４ 

令和５年度に新たに実施を予定している子育て支援について 

 

１ 子育てサークル活動応援事業                                          

 乳幼児を持つ親のグループやネットワークづくりを図るために補助金を交付し、子育てサーク

ルの立ち上げを支援します。 

 ①対象団体 地域における仲間づくり、情報交換、行事及び学習会などを行う子育てサークル 

 ②補助金額（補助率２分の１以内） 

   新設サークル １年目 上限５万円、２・３年目 上限２万５千円 

   既存サークル 上限２万５千円 

 ③交付回数 １団体につき３回を限度（同一年度内１回） 

 

２ こどもの居場所づくり活動支援事業                                          

 食事提供、学習支援、生活相談等を通したこどもの居場所づくり（いわゆる「こども食堂等」）

を運営する団体に対して補助金を交付し、こどもの健やかな成長と見守り体制を支援します。 

 ①対象団体 こども食堂等のこどもの居場所づくり活動を実施する団体 

 ②補助金額（補助率２分の１以内） 

   開設 上限１５万円、 夏休み活動（期間中２回以上） 上限３万円 

 ③交付回数 開設：１団体につき３回を限度（同一年度内１回） 

 

３ 出産・子育て応援給付金支給事業                                          

 妊娠届出や出産届出を行った妊婦等に対し、出産・子育て応援給付金を支給します。 

 【遡及支給】 

  ■出産応援給付金 

   令和４年４月１日から令和５年１月 31 日までに妊娠届を提出された妊婦の方に、妊娠 

   1 回当たり 5 万円（現金）を支給します。 

  ■出産・子育て応援給付金 

   令和４年４月１日から令和５年１月 31 日までに出生した児童を対象に養育者へ 10 万円 

   （現金）を支給します。 

 

 【２月１日から】 

  ■出産応援給付金 

   妊娠届の提出時に面談を行った方（妊婦）へ 5 万円（現金）を支給します。 

  ■子育て応援給付金 

   出生届提出後に乳児家庭全戸訪問を終えた方（養育者）へ５万円（現金）を支給します。 

 

  ※本事業の開始に伴い、市独自の子育て支援策であります「安心子育て応援給付金給付事業」 

  （出産祝金など）は、目的が同じであることなどから今年度限りで廃止することとしました。 

 

 

 

 



４ 子育て支援拠点施設 ＨＵＢＬＩＣ（ハブリック）                     

 旧長丘小学校利活用事業として整備を進めております「子育て支援拠点施設」が、いよいよ４

月にオープンします。 

 事前の見学会（一般公開）を、3 月 30 日（木曜日）午後 1 時 30 分～午後 3 時 30 分に予定して

います。 

 【愛称】 ＨＵＢＬＩＣ （ハブリック）  

  中心や拠点を意味する「Hub」（ハブ）と公共や周知されたを意味する Public（パブリック） 

 を合わせた造語で、これらの言葉に含まれる公共性、そしてみんなが集まる中心地・拠点とし 

 て、地域みんなで育んでいきたい想いを込めたものです。 

 ※北部子育て支援センター「さくらんぼ」は、令和 5 年 3 月 31 日をもって閉館します。 

 

５ 子育て世帯訪問支援事業                                          

 家事又は育児に対して不安や負担を抱える子育て世帯及び妊産婦又はヤングケアラーがいる世

帯を、訪問支援員が訪問し家事又は育児を支援します。 

世帯区分 
利用者負担額 

(１時間当たり) 

生活保護世帯 0円 

市町村民税非課税世帯 300円 

市町村民税所得割課税額77,101円未満の世帯 600円 

市町村民税所得割課税額77,101円以上の世帯 1,500円 

 

６ 保育園使用済み紙おむつ回収事業                                          

 保育所から紙おむつの持ち帰りをなくし、保護者の負担軽減を図ります。 

 

７ 保育園給食の質の維持向上事業                                          

 賄材料費の増額や一部補助を行い、児童の成長にふさわしい給食の質の維持向上を図ります。 

 

８ 公立保育所ＩＣＴ推進事業                                          

 ＩＣＴを活用した保育業務の効率化により、保護者の利便性の向上と保育士の負担軽減を図る

ため、各園にＷｉ-Ｆｉ環境とタブレットを整備します。 

 

９ 新生児聴覚検査事業                                          

 令和５年度から新生児聴覚検査の費用を公費で負担します。 

 

10 おたふくかぜワクチン接種助成事業                                          

 任意接種であるおたふくかぜワクチン接種を医療機関に委託し、接種を希望する者の接種費用

を軽減します。 

 

11 学校給食費軽減事業                                          

 児童生徒の学校給食費を１人当り３割減額から５割減額に拡大し、さらに保護者負担の軽減を

図ります。 


